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とから  11） ，統一的な団体は任意組合が最初で
あったと見なせる。当時，主体となって活動し
たのが，呉文秀  12） ，郭春秧  13） ，陳朝駿  14） であり，
彼らは任意組合の会長を歴任した  15） 。しかし，
1898年から1911年までの任意組合に関する記
録は皆無に等しく，「茶郊永和興」の業務をそ
のまま継承していたと言われている  16） 。 
 1 ― 1．任意組合設立の経緯 






























































































永和興」時代以来の茶商は李萬居  23） ，陳瑞星，
















は突出した存在でもあった  26） 。 
 　実は，同業組合の長は，任意組合とは異なり，
台湾に本拠を置く「台湾人」であることが求め




















































































































時に確認できた商號は15家にすぎない  41） 。ま
た，領台直後の有力包種茶商（16名）を記載
した資料もあるが，彼らは全員公会に参加して
いない  42） 。中でも李萬居や蘇樹林  43） 以上の大































































報』と略す）が残されている  48） 。『月報』は，
植民地台湾における業界団体
― 83 ―
1912年の任意組合再編  49） を契機に創刊された








初代公会長である陳朝駿の在任期間であり  51） ，
公会設立から活動基盤整備に至るまでの茶商の
利害関係が現れているからである。 











形跡もある  53） 。そして，包種茶の主要輸出先で
ある爪哇への直行便開設を求める意見も掲載さ




正に対して強硬な姿勢を見せている  55） 。また，
1913年7月の市況報告で烏龍茶の深刻な不況
の情報を掲載しているが  56） ，それに対する支援


















































かった  65） 。 
 　その2年後の1920年，米国市場の不況に
よって烏龍茶輸出は史上最悪の落ち込みを見せ




ある  67） （後述）。従って，公会の活動が烏龍茶と
包種茶業双方に均衡の取れたものではなかった
ことがうかがえる。 





















る  69） 。公会は，これらの手続や売買斡旋を無料












計算による売買がなされ  71） ，この慣習は変わる





























のである  75） 。従って，総督府殖産局が発行した
茶業関係の報告書が調査結果であるとみても差
し支えない  76） 。その調査範囲は，中国大陸から
爪哇，英領インド，セイロン，フランス領印度
支那，暹羅，海峡植民地等に亙り，輸出振興の
努力が払われていたと言えよう  77） 。また，内
地でも沖縄は従来福州茶の独占的市場であった
が，辻利茶舗の三好徳三郎  78） が沖縄県知事と折
衝した結果，沖縄の茶需要を全て台湾茶（包種
茶）で賄うことに成功した  79） 。しかし，その詳
しい経緯は記録されておらず，その事実が伝え

































































































に転用した  84） 。具体的には，カフェイン原料と


























































































































































したこと  91） ，華商主導によって展開した茶貿易
























































































































 9） 林章恩前掲「臺灣茶業公會」28頁参照。 
 10） 臺灣總督府殖産局『臺灣茶業調査書』1930年，
55頁。 






















































































かがえる。前掲書『沿革史』16 ― 17頁。 
 33） 同上，16頁。 
 34） 同上。 
 35） 番荘とは烏龍茶再製茶館である。 



















 40） 同上。 
 41） 曾廼碩「清季大稲埕之茶業」『臺北文物』第5巻
第4期，1957年，99 ― 116頁参照。 








 45） 曾廼碩前掲「清季大稲埕之茶業」99 ― 116頁参照。 
 46） 林滿紅前掲「印尼華商，台商與日本政府之






















業』と略す）第7巻第3號，1923年9月，39 ― 40頁。 





























 61） 前掲書『沿革史』37頁。 









ない。前掲『茶業』第3巻第1號，38 ― 45頁。 
 66） この時期の台湾茶貿易の状況は，拙著前掲書『近
代アジアと台湾』を参照されたい。 
 67） 『茶業』第4巻第2號，1920年8月，25頁。 
 68） 同上，57 ― 58頁。 












































 81） 『月報』第10號，1912年12月，1 ― 2頁。 
 82） 『茶業』第5巻第7號，1921年12月，45頁。 
 83） 『茶業』第4巻第5號，1920年12月，26頁。 
 84） 『茶業』第5巻第1號，1921年1月，35頁。 







 87） 『茶業』第4巻第4號，1920年11月，17頁。 












 94） 同上参照。 
 95） 前掲『茶業』第2巻第1號，27 ― 28頁。同前掲第
3巻第1號，6 ― 9頁。 
 96） 前掲『茶業』第2巻第1號，27 ― 28頁。 








掲『茶業』第7巻第3號，11 ― 15，39 ― 40頁）。
ここに烏龍茶業の抑圧と包種茶業の振興という，
公会の行動原理が如実に表れているのである。 
 
